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平成２３年度当初予算(案)の概要 
 

１． 各会計予算 
 

 

 

（一般会計） 

一般会計は、関川小学校グラウンドと村民プールの整備費（３億500万円）などの減によ

って、前年度より５億１，９００万円少ない、４０億８，７００万円（前年度比１１．３％減）となりま

した。当初予算の規模が４５億円を下回ったのは平成１９年度（４２億５，０００万円）以来４

年ぶりです。 

 

（特別会計） 

介護保険事業会計は、介護給付費の増加に伴い、前年度より１億７７０万円多い８億８，

９１０万円（前年度比１３．８％増）となりました。公共下水道会計は、公債費の減によって、

前年度より１，６１０万円少ない４億８，８９０万円（前年度比３．２％減）となりました。 

老人保健会計は、事業が終了したため廃止しました。 

 

 

 

 

 

会 計 名 平成 23 年度予算 対前年度（当初）増減額 伸 率 

一 般 会 計 40 億 8,700 万円 △5 億 1,900 万円  △11.3% 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 7 億 8,660 万円 6,000 万円  0.8% 

診 療 所 特 別 会 計 1 億  880 万円 390 万円  3.7% 

老 人 保 健 特 別 会 計 -  △10 万円  皆減 

介 護 保 険 特 別 会 計 8 億 8,910 万円 1 億 770 万円  13.8% 

後期高齢者医療特別会計 6,090 万円 △210 万円  △3.3% 

村 有 温 泉 特 別 会 計 530 万円 △30 万円  △5.4% 

宅 地 等 造 成 特 別 会 計 750 万円 0 万円  0.0% 

簡 易 水 道 特 別 会 計 4,540 万円 △70 万円  △1.5% 

公 共 下 水 道 特 別 会 計 4 億 8,890 万円 △1,610 万円  △3.2% 

農 業 集 落 排 水 特 別 会 計 1 億 1,380 万円 △250 万円  △2.1% 

合  計 65 億 9,330 万円 △4 億 2,310 万円  △6.0% 

 

公営企業会計 
   

水 道 事 業 会 計 平成 23 年度予算 対前年度（当初）増減額 伸 率 

  (収益的)  収    入 1 億 640 万円 240 万円  2.3% 

          支    出 1 億 630 万円 240 万円  2.3% 

  (資本的)  収    入 0 万円 8,000 万円  △100.0% 

          支    出 4,514 万円 △8,203 万円  △64.5% 



 - 2 -

２． 一般会計歳入歳出予算の概要 
 

(1)一般会計の予算規模 4０億８，７00万円 

（前年度当初比 △５億１，９００万円    △１１．３%） 
 

区   分 予算額 
左の財源内訳 

特定財源 一般財源 

平成 2 3 年度   （ A ） 40 億 8,700 万円 8 億 7,679 万円 32 億 1,021 万円

平成 2 2 年度   （ B ） 46 億 600 万円 12 億 5,084 万円 33 億 5,516 万円

比      較    （A)-(B) △5 億 1,900 万円 △3 億 7,405 万円 △1 億 4,495 万円

比     率 △  11.3% △ 29.9% △ 4.3%

 

一般会計の予算総額は、関川小学校建設事業などの終了に伴い、前年度より５億１，９

００万円少ない４０億８，７００万円（前年度比１１．３％減）となりました。 

平成２１年度からの継続事業となっている防災無線整備事業費には８，８００万円計上し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村税は、農業所得の落ち込みによって個人村民税の減額を見込み、前年度比６．

６％減の６億５，８２６万円を計上しました。 

地方交付税は前年度比０．６％増の２１億２，３００万円を見込みました。 

村債は、防災無線整備事業債を８，０８０万円計上。また、後年度に全額が交付税措

置される臨時財政対策債は１億１，０８０万円減の２億３，０２０万円を計上しました。 

村税や使用料及び手数料、分担金及び負担金などの自主財源は歳入全体の２３．

９％で、全体の７６．１％は地方交付税や村債などの依存財源です。 

地方交付税と村債が全体の６１．２％を占めています。 

(2)歳入の状況  

区     分 予  算  額 対前年度比 

自主財源 9 億 7,706 万円 △11.9% 

 

村税 6 億 5,826 万円 △6.6% 

分担金・負担金 3,501 万円 △5.7% 

使用料・手数料 1 億  328 万円 5.9% 

繰入金 2,529 万円 △78.4% 

その他 1 億 5,522 万円 2.0% 

依存財源 31 億  994 万円 △2.7%  

 

地方譲与税 8,400 万円 0.0% 

地方消費税交付金 5,100 万円 2.0% 

地方交付税 21 億 2,300 万円 0.6% 

村債 3 億 7,660 万円 △56.0% 

国庫支出金 2 億 4,736 万円 53.5% 

県支出金 1 億 9,183 万円 △4.2% 

その他 3,615 万円 0.6% 

合    計 40 億 8,700 万円 △11.3% 
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①村税の状況 

(現年課税分) (単位：千円)

区  分 平成23年度 平成 22 年度
対前年度比 対前々年度比 

増減額 伸率
平成21年

度決算額 
増減額 伸率

個 人 

村民税 

均 等 割 8,147  8,652 △505 △5.8% 7,211 936 13.0%

所 得 割 123,237  163,394 △40,157 △24.5% 172,304 △49,067 △28.5%

法 人 

村民税 

均 等 割 13,090  12,336 754 6.1% 12,186 904 7.4%

法人税割 9,567  11,278 △1,711 △15.2% 11,855 △2,288 △19.3%

固 定 資 産 税 420,176  424,958 △4,782 △1.1% 456,240 △36,064 △7.9%

軽 自 動 車 税 16,387  16,277 110 0.7% 16,376 11 0.1%

た ば こ 税 26,857  28,889 △2,032 △7.0% 28,468 △1,611 △5.6%

入 湯 税 17,579  16,477 1,102 6.7% 18,713 △1,134 △6.1%

合 計 635,040  682,261 △47,221 △6.9% 723,353 △88,313 △12.2%

 

個人村民税（所得割）は、農業所得等の減によって、前年度より４，０１５万７千円少な

い 1億２，３２３万７千円（前年度比２４．５％減）を計上しました。 

法人村民税（法人税割）は、景気低迷を受け前年度より１７１万１千円少ない９５６万７

千円（前年度比１５．２％減）となっています。 

 

②地方譲与税 
                                                              (単位：千円) 

 

前年度と同額を計上しました。 

 

③地方交付税 
（単位：千円） 

 

配分割合の変更によって特別交付税は減額となりますが、地方交付税総額では、前年

度より１，２００万円多い２１億２，３００万円を計上しました。実質の交付税といわれている臨

時財政対策債（２億３，０２０万円）を加えた額は、前年度より９，８８０万円（４．４％減）少な

い２３億５，３２０万円となります。公債費の減と国勢調査人口の減が主な理由です。 

区  分 平成 23 年度 平成 22 年度 
対前年度比 

増減額 伸 率 

地方揮発油譲与税 22,000 22,000 0  0.0% 

自動車重量譲与税 62,000 62,000 0  0.0% 

合 計 84,000 84,000 0  0.0%  

区  分 平成 23 年度 平成 22 年度 
対前年度比 

増減額 伸 率 

普 通 交 付 税 2,058,000 2,011,000 47,000  2.3% 

特 別 交 付 税 65,000 100,000 △35,000  35.0% 

合 計 2,123,000 2,111,000 12,000  0.6% 
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区      分 予  算  額 対前年度比 

人 件 費 7 億 4,912 万円  △0.0%  

扶 助 費 2 億 7,181 万円  3.9%  

公 債 費 6 億 2,157 万円  △15.0%  

投 資 的 経 費 3 億 5,196 万円  △57.2%  

繰 出 金 5 億 5,863 万円  △2.7%  

そ の 他 15 億 3,391 万円  23.0%  

合 計 40 億 8,700 万円  △11.3%  

 

①義務的経費 
（単位：千円） 

区    分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 
増減 増減率

平成 21 年度

決算額 

21 決算 

に対する 

増減額 

増減率 

人 件 費 749,117 749,229 △112 △0.0% 746,135 2,982 0.4%

扶 助 費 271,810 261,610 10,200 3.9% 165,410 106,400 64.3%

公 債 費 621,568 731,200 △109,632 △15.0% 775,679 △154,111 △19.9%

合   計 1,642,495 1,742,039 △99,544 △5.7% 1,687,224 △44,729 △2.7%

※地方財政状況調査要領による 

（人件費には事業費支弁人件費及び国保会計に係る人件費を含まない） 

 

人件費は、退職者６人に対し４人の補充に留める予定ですが、議員共済負担金の大幅

な増額（前年度比１，６５８万９千円増）によって、前年度とほぼ同額の７億４，９１１万７千円

としています。 

扶助費は、子ども手当の増で２億７，１８１万円を計上。公債費は、過疎債や辺地債など

の償還額減に伴い１億９６３万２千円の減となっています。 

 

 人件費の状況 
   (単位：千円)

区    分 平成 23 年度 平成 22 年度
対前年度比 

増減額 伸 率 

議 員 報 酬 ・ 手 当 30,678 31,022 △344  △1.1% 

各 種 委 員 報 酬 27,693 31,072 △3,379  △10.9% 

村長等特別職給料・手当 24,889 24,994 △105  △0.4% 

職 員 給 料 ・ 手 当 491,832 509,966 △18,134  △0.0% 

共 済 組 合 負 担 金 

(共済費・特別職・職員) 
135,614 121,199 14,415  11.9% 

退 職 手 当 組 合 負 担 金 

( 特 別 職 ・ 職 員 ) 
75,642 77,512 △1,870  △2.4% 

公務災害補償基金負担金 700 700 0  0.0% 

合 計 787,048 796,465 △9,417  △1.2% 

※村長等特別職に教育長を含む。職員給には事業費支弁人件費及び国保会計人件費を含む。 

(３)歳出の状況  
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職員給与費の状況                  (単位：千円) 

区  分 給 料 職員手当 
退職手当組合

負担金 

共済組合 

負担金 
合 計 

平成 23年度 341,080  158,313 71,512 111,719  682,624 

平成 22年度 350,056  167,576 73,382 113,835  704,849 

増減 △8,976 △9,263 △1,870 △2,116  △22,225 

※教育長を含む。公務災害補償基金負担金を除く 

 

職員は退職者６人（事務職３人、保育士２人、技能労務職１人）に対し採用４人（事務職

２人、保育士２人）の予定で、前年度より２人少ない１１２人（教育長含む）となっています。

その内１００人分の給与費を一般会計に計上しています。 

 

扶助費の状況 
（単位：千円） 

区  分 平成 23年度 平成 22年度 対前年度比 

増減額 伸 率 

老 人 医 療 給 付 費 138 30 108  360.0% 

心身障害者福祉対策費 97,564 90,381 7,183  7.9% 

児童手当・子ども手当給付費 114,764 104,000 10,764  10.4% 

ひとり親家庭医療費助成費 3,200 4,800 △1,600  △33.3% 

保 育 園 管 理 費 33,592 38,631 △5,039  △13.0% 

医 療 費 助 成 事 業 費 16,500 18,319 △1,819  △9.9% 

小 ・ 中 学 校 費 6,052 5,449 603  11.1% 

合 計 271,810 261,610 10,200  3.9% 

 

医療費助成事業費は、実績に応じて１，６５０万円を計上。昨年度拡充した中学生まで

の通院・入院助成を継続します。 

 

②投資的経費 
（単位：千円） 

区  分 平成 23 年度 平成 22 年度
対前年度比 

増減額 伸 率 

普 通 建 設 事 業 費 351,418 820,987 △469,569  △57.2% 

うち補助事業費 110,600 55,006 55,594  101.1% 

うち単独事業費 221,218 745,776 △524,558  △70.3% 

うち県営事業負担金 19,600 20,205 △605  △3.0% 

災 害 復 旧 事 業 費 546 545 1  0.2% 

合   計 351,964 821,532 △469,568  △57.2% 

 

投資的経費は、前年度より４億６，９５６万８千円少ない３億５，１９６万４千円（前年度比５

７．２％減）を計上しました。その内訳は、除雪機械購入費（３，７００万円）、道路橋りょう費

（３，７００万円）、村民会館駐車場整備（２，０００万円）などとなっています。継続事業の防

災無線整備事業（８，８００万円）などは単独事業に区分しています。 

 
 



予算額

議会費 村議会活動経費 7,122万円 ・議会活動費 334万円 ・議会報発行費 38万円

・(新規)村議会選挙費 313万円 ・むらづくり補助金 329万円

・ﾃﾚﾋﾞ難視聴対策事業費 733万円 ・キラリと光る地域活性化補助金 700万円

・廃止路線代替バス運行費補助金 2,000万円 ・役場庁舎管理費 2,351万円

・越後下関駅業務委託費 581万円 ・区長関係費 1,449万円

・交通安全、防犯対策費 494万円 ・賦課徴収（税務）費 11,842万円

・後期高齢者医療会計繰出金 2,663万円 ・後期高齢者医療広域連合負担金 8,731万円

・国保会計繰出金 4,185万円 ・心身障害者福祉対策費 1億0,572万円

・介護保険会計繰出金 1億4,308万円 ・子ども手当給付費 1億1,638万円

・ゆうあい運営委託費 1,339万円 ・保育園管理費 4,660万円

・医療費助成 1,761万円 ・ごみ処理対策費 7,964万円

・予防接種委託料等 1,951万円 ・し尿処理対策費 2,177万円

・特定健診・健康増進事業 3,441万円 ・水道事業会計補助金 2,355万円

・健康づくり対策費 208万円 ・簡水水道会計繰出金 2,274万円

・母子衛生費 495万円 ・成人病予防健診委託料 1,198万円

・水田営農振興費 1,284万円 ・農業集落排水会計繰出金 4,028万円

・中山間地域等直接支払交付金 1,716万円 ・農林産業施設管理費 589万円

・有害鳥獣駆除対策費 278万円 ・流域公益保全林整備事業補助金 800万円

・畜産振興費 1,116万円 ・森林整備地域活動支援交付金 5,500万円

・国土調査事業費 3,195万円 ・地産地消対策費 160万円

・県営土地改良事業負担金 1,930万円 ・荒川漁業協同組合補助金 200万円

・村商工会補助金 648万円 ・都市との交流事業 153万円

・中小企業振興資金等預託金 9,500万円 ・観光施設管理費 7,105万円

・観光振興対策費 3,630万円 ・観光施設整備費 1,014万円

・首都圏宣伝費 353万円 ・ゆ～む管理委託費 6,024万円

・（新規）住宅改修事業補助金 500万円 ・道路橋りょう維持費 3,517万円

・道路除雪対策費 1億2,297万円 ・下水道、農集排会計繰出金 2億9,940万円

・道路橋りょう整備費 7,673万円 ・村営住宅管理費 4,155万円

・（継続）防災無線整備事業費 8,800万円 ・常備消防費 1億5,043万円

・消防団運営費 2,732万円 ・施設維持・整備費 1,042万円

・教育委員会費 150万円 ・文化財保護費 1,341万円

・小・中スクールバス運行費 1,658万円 ・歴史とみちの館管理費 852万円

・小学校管理費 5,345万円 ・ふれあいど～む管理費 647万円

・中学校管理費 3,901万円 ・村民会館（旧校含む）維持管理費 5,228万円

公債費
村債と一時借入
金の元利支払い

6億0,157万円 ・村債償還費 5億9,657万円 ・一時借入金利子 500万円

その他
災害復旧事業
費・予備費

555万円

合計

商　工
労働費

商工業、観光振
興対策費

3億4,077万円

土木費
道路、集落排水
路などの社会資
本の整備

5億8,763万円

40億8,700万円

消防費
住民の生命と財
産を守る防災活
動など

2億8,307万円

教育費

学校教育、生涯
学習、芸術、文
化、スポーツの振
興など

3億4,325万円

高齢者・障害者
福祉、子育て環
境の整備など

8億6,867万円

農林水
産業費

農林水産業の振
興、農業基盤整
備など

2億5,509万円

衛生費
保健・医療・環境
対策など

2億8,145万円

民生費

平成２３年度の主な事業

目的 事業内容（主なもの）

総務費

村の各種計画策
定や推進、財産
管理費、選挙費
など

4億4,873万円

- ６ -
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(４)積立金の状況  

    
年度末現在高見込み １４億 ５７５万円(対前年度△１．６％)  

 村民 1人あたり   ２１１，３６０円 
           ( 平成 23 年 1 月末現在住民基本台帳人口 6,651 人)  
 

 
区        分 年度末残高見込み 対前年度増減額 

財 政 調 整 基 金 5億  717万円 55万円 
村 債 管 理 基 金 1,639万円 3万円 
そ の 他 特 定 目 的 基 金 8億 8,219万円 △2,337万円 
うち むらづくり総合対策基金 1億 5,897万円 8 万円 

うち 地域福祉基金 9,356万円 △988万円 
うち 環境衛生施設整備基金 2億 1,220万円 △385万円 
うち 教育施設整備基金 2億 1,296万円 45万円 
合         計 14億  575万円 △2,278万円 
※対前年度増減額は、Ｈ22 年度の 3月補正予算後の残高見込み額との比較 
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(5)村債の状況  

   
年度末現在高見込み  ５５億２，７９５万円(対前年度 ２．５％減)  

村民 1人あたり     8３１，１４６円 
                    ( 平成 23 年 1 月末現在住民基本台帳人口 6,651 人)  

    
 

区  分 起債見込額 年度末残高見込額 対前年度増減額 

辺地債・過疎対

策事業債 
1 億  840 万円 25 億 8,390 万円 △1億 3,325 万円

臨時財政対策債 2 億 3,020 万円 19 億 9,991 万円 1億 4,567 万円

その他債 3,800 万円 9億 4,415 万円 △1億 5,669 万円

うち学校教育 

関連事業債 
16 億 5,505 万円 3億 9,859 万円

うち補助災害復

旧事業債 
3,860 万円 △910 万円

合 計 3 億 7,660 万円 55 億 2,795 万円  △1億4,427万円

※対前年度増減額は、Ｈ22 年度の 3月補正予算後の残高見込み額との比較 

 

※ H22（見込）には、H21 に
起債予定だった事業が

H22 に繰越事業となった
ために起債した 1,880 万
円（辺地債・過疎債）を含

む。 
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(６)特別会計  

（1）国民健康保険事業特別会計 

 

【主な内容】 

                              （単位：千円） 

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度

平成 

22年度 

差 引 
区分 

平成 

23 年度 

平成 

22年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

国民健康保険税 135,650 145,427 △9,777 △6.7 % 保 険 給 付 費 547,700 560,218 △12,518 △2.2 %

国 庫 支 出 金 176,125 198,952 △22,827 △11.5 %
後期高齢者支

援 金 等
76,430 67,514 8,916 13.2 %

前期高齢者交付金 207,065 149,302 57,763 38.7 % 老人保健拠出金 11 6 5 83.3 %

療養給付費等交

付 金 
38,511 45,001 △6,490 △14.4 % 介 護 納 付 金 34,608 28,600 6,008 21.0 %

県 支 出 金 29,487 32,571 △3,084 △9.5 % 共同事業拠出金 97,522 92,668 4,854 5.2 %

共同事業交付金 100,348 84,596 15,752 18.6 % 保 健 事 業 費 7,828 8,036 △208 △2.6 %

繰 入 金 94,746 120,142 △25,396 △21.1 % そ の 他 22,501 23,558 △1,057 △4.5 %

そ の 他 4,668 4,609 59 1.3 %        

合  計 786,600 780,600 6,000 0.8 % 合   計 786,600 780,600 6,000 0.8 %

１．保険給付費 547,700 千円 (前年度比  △12,518千円) 

 ・一般被保険者保険給付金 450,000 千円 (前年度比 △10,000 千円) 

  (財源内訳) 国庫支出金 123,629 千円  

   県支出金 15,843 千円  

   共同事業交付金 5,153 千円  

   一般財源(保険税等) 96,870 千円  

   その他交付金 208,505 千円  

 ・退職被保険者保険給付金 30,000 千円 (前年度比  △6,000 千円) 

  (財源内訳) 支払基金交付金 23,846 千円  

   一般財源(保険税等) 6,154 千円  

      

２．後期高齢者支援金 76,415 千円 (前年度比 8,915増千円) 

  (財源内訳) 国庫支出金    34,283 千円  

   支払基金交付金 5,512 千円  

   一般財源(保険税等) 36,620 千円  
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（2）国民健康保険関川診療所特別会計                         (単位：千円) 

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23 年度

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

診 療 収 入 59,095 103,533 △44,438 △42.9 % 施 設 費 101,217 54,166 47,051 86.9 %

繰 入 金 48,000 0 48,000 皆 増 医 業 費 7,009 50,662 △43,653 △86.2 %

そ の 他 1,705 1,367 338 24.7 % 公 債 費 574 72 502 697.2 %

合   計 108,800 104,900 3,900 3.7 % 合   計 108,800 104,900 3,900 3.7 %

 
【主な内容】 

 

１．診療収入 59,095 千円 (前年度比 △44,438千円) 

  ・院外処方による医薬材料費の減 

２．繰入金 48,000 千円 （前年度比    皆増 ） 

  ・トイレ改修のための基金繰入 

３．一般管理費 101,217 千円 （前年度比47,051千円増）

４．医業費 7,009千円 (前年度比 △43,653千円) 

 
 
 

3．介護納付金 34,608 千円 (前年度比  6,008千円増)  

  (財源内訳) 国庫支出金 15,181 千円  

   県支出金 2,076 千円  

 

 

 

 

 基金繰入金 4,873 千円  

 一般財源(保険税等) 12,478 千円  
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（３）介護保険事業特別会計 

【主な内容】 

１．介護給付費 834,000 千円 (前年度比118,000 千円増) 
  (財源内訳) 国庫負担金(施設分 15%、その他分 20%) 151,420 千円  

  県負担金(施設分 17.5%、その他分 12.5%) 119,630 千円  

   支払基金交付金(30%) 250,200 千円  

   一般会計繰入金(12.5%) 104,250 千円  

   保険料(20%相当額) 100,380 千円  

   調整交付金(9.07%) 75,643 千円  

   基金繰入・財政安定化基金 32,459 千円  

   その他 18 千円  

２．地域支援事業 18,293 千円 （前年度比 △339千円） 

 ・介護予防事業 9,711 千円  

  (財源内訳) 国庫負担金(25%) 2,263 千円  

  県負担金(12.5%) 1,131 千円  

   支払基金交付金(30%) 2,715 千円  

   一般会計繰入金(12.5%) 1,131 千円  

   保険料(20%相当額) 1,811 千円  

    その他 660 千円  

 ・包括的支援事業(任意事業費) 7,932 千円  

  (財源内訳) 国庫負担金(40%) 3,173 千円  

  県負担金(20%) 1,586 千円  

   一般会計繰入金(20%) 1,586 千円  

   保険料(20%相当額) 1,587 千円  

 ・その他事業  650 千円  

  (財源内訳) 一般会計繰入金 607 千円  

  その他 43 千円  

３．地域包括支援センター運営費 18,333 千円 (前年度比△131千円) 

  (財源内訳) 一般会計繰入金 17,066 千円  

  諸収入 1,267 千円  

(単位：千円)

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23年度

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

保 険 料 103,800 109,124 △5,324 △4.9 % 総 務 費 18,450 28,299 △9,849 △34.8 %

国庫支出金 232,501 195,883 36,618 18.7 % 保 険 給 付 費 834,000 716,000 118,000 16.5 %

支払基金交

付 金 
252,916 217,680 35,236 16.2 %

地域包括支援

ｾ ﾝ ﾀ ｰ運営費
18,333 18,464 △131 △0.7 %

県 支 出 金 149,348 105,239 44,109 41.9 %
地域支援事業

費 
18,293 18,632 △339 △1.8 %

繰 入 金 148,539 150,629 △2,090 △1.4 % そ の 他 24 5 19 380.0 %

そ の 他 1,996 2,845 △849 △29.8 %        

合  計 889,100 781,400 107,700 13.8 % 合  計 889,100 781,400 107,700 13.8 %
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（４）後期高齢者医療特別会計                          
（単位：千円）

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

後期高齢者医

療 保 険 料 
34,241 36,291 △2,050 △5.6% 総 務 費 2,317 2,546 △229 △9.0%

繰 入 金 26,625 26,672 △47 △0.2%

後期高齢者

医療広域連

合 納 付 金

58,479 60,398 △1,919 △3.2%

そ の 他 34 37 △3 △8.1 諸 支 出 金 104 56 48 85.7%

合   計 60,900 63,000 △2,100 △3.3% 合   計 60,900 63,000 △2,100 △3.3%

 
【主な内容】 

 

 

（５）村有温泉特別会計                        （単位：千円） 

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度

差 引 
区分 

平成 

23 年度 

平成 

22 年度

差 引 

増減額 増減率 増減額 増減率 

使用料及

び手数料 
5,148 5,148 0 0.0 % 施 設 費 4,837 3,456 1,381 40.0 %

そ の 他 152 452 △300 △66.4 % 公 債 費 463 2,144 △1,681 △78.4 %

合   計 5,300 5,600 △300 △5.4 % 合   計 5,300 5,600 △300 △5.4 %

 

【主な内容】 

     １．温泉使用料        5,148千円 （前年度同額） 

     ２．温泉施設管理費     4,837千円 (前年度比   1,381 千円増） 

 

 

 

 

 

1．後期高齢者医療保険料      34,241千円 (前年度比  △2,050千円) 

２．一般会計繰入金        26,625千円 (前年度比  △   47 千円) 

３．後期高齢者広域連合納付金   58,479千円 (前年度比  △1,919千円) 
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（６）宅地等造成特別会計                       （単位：千円）

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 増減率 増減額 増減率 

財産収入 1,000 1,000 0 0.0 % 総務費 613 526 87 16.5 %

繰入金 1,432 3,870 △2,438 △63.0 % 公債費 6,887 6,974 △87 △1.2 %

繰越金 5,068 2,630 2,438 92.7 %        

合  計 7,500 7,500 0 0.0 % 合  計 7,500 7,500 0 0.0 %

 

【主な内容】 

    １．宅地分譲収入         1,000千円（前年度同額） 

       ・第 4 期分（残り 1 区画を分納で見込み） 

２．起債償還費         6,887千円（前年度比 △87千円） 

       

（７）簡易水道特別会計                        （単位：千円） 

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 増減率 増減額 増減率 

使用料及

び手数料 
19,909 20,476 △567 △2.8 % 総務費 1,844 1,784 60 3.4 %

繰 入 金 24,836 24,969 △133 △0.5 % 施設費 14,402 11,711 2,691 23.0 %

そ の 他 655 655 0 0.0 % 公債費 29,154 32,605 △3,451 △10.6 %

合  計 45,400 46,100 △700 △1.5 % 合  計 45,400 46,100 △700 △1.5 %

 

 【主な内容】                                            

１．水道使用料 19,909 千円 (前年度比△567千円) 

 基本料金 8,883 千円   超過料金 11,025 千円 

２．一般会計繰入金 24,436 千円 (前年度比 217千円増) 

 建設改良費分 12,248 千円    高料金対策分 4,240 千円    経営健全化分 6,248 千円 

 建設工事分 500 千円       消防施設維持管理分 1,200 千円 

３．施設整備費 2,500千円 (前年度比 1,500 千円増) 

（事業内容） 女川水源門扉塗装修繕ほか  

（財源内訳） 一般会計繰入金 2,500 千円  
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（８）公共下水道事業特別会計                          （単位：千円） 

 
【主な内容】 

１．受益者分担金 2,900千円 (前年度比  △1,000 千円) 

２．下水道使用料 61,000 千円 (前年度比 2,000 千円増) 

３．国庫支出金 3,500千円 (前年度比    皆増  ) 

 ・下水道施設長寿命化計画策定補助金（補助率1/2） 

４．一般会計繰入金 259,125 千円 (前年度比 △20,304千円) 

 ・基準内繰入金 238,940 千円  

  下水道債償還分 36,412 千円  

  汚水公費負担分（高資本費対策分含む） 202,528 千円  

 ・基準外繰入金 20,185 千円  

  建設改良費（単独分） - 千円  

  人件費、管理費分 20,185 千円  

５．下水道事業債 160,800 千円 (前年度比△300千円) 

  下水道整備事業債 - 千円  

  資本費平準化債 160,800 千円  

６．施設維持管理費 48,910 千円 (前年度比  256 千円増) 

７．下水道整備事業 -  千円 (前年度同) 

 
 
 
 
 
 
 

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

分担金及び

負 担 金 
2,900 3,900 △1,000 △25.6 % 下水道費 79,570 71,860 7,710 10.7 %

使用料及び

手 数 料 
61,000 59,000 2,000 3.4 % 公 債 費 409,330 433,140 △23,810 △5.5 %

国庫支出金 3,500 0 3,500 皆増         

繰 入 金 259,125 279,429 △20,304 △7.3 %        

村 債 160,800 161,100 △300 △0.2 %        

そ の 他 1,575 1,571 4 0.3 %        

合  計 488,900 505,000 △16,100 △3.2 % 合  計 488,900 505,000 △16,100 △3.2 %
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（９）農業集落排水事業特別会計          （単位：千円） 

（歳  入） （歳  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23年度

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

分担金及び

負 担 金 
700 800 △100 △12.5 %

農業集落

排 水 費
11,160 10,090 1,070 10.6 %

使用料及び

手 数 料 
10,300 10,000 300 3.0 % 公 債 費 102,640 106,210 △3,570 △3.4 %

県 支 出 金 12,880 16,840 △3,960 △23.5 %        

繰 入 金 40,279 38,219 2,060 5.4 %        

村 債 49,100 49,900 △800 △1.6 %        

そ の 他 541 541 0 0.0 %        

合  計 113,800 116,300 △2,500 △2.1 % 合  計 113,800 116,300 △2,500 △2.1 %

 
【主な内容】 

１．受益者分担金 700千円 (前年度比   △100千円) 

２．農業集落排水使用料 10,300 千円 (前年度比   300 千円増) 

３．県補助金(起債償還費補助金) 12,880 千円 (前年度比  △3,960 千円) 

４．一般会計繰入金 40,279 千円 (前年度比  2,060 千円増)

 ・基準内繰入金 39,420 千円  

  下水道債(特例措置分)償還分 - 千円  
  汚水公費負担分（高資本費対策分含む） 39,420 千円  

 ・基準外繰入金（管理費分） 859 千円  

５．村債(資本費平準化債) 49,100 千円 (前年度比   △800千円) 

６．施設管理費 10,000 千円 (前年度同額) 

 



 - 16 -

（1０）水道事業会計                

 
【主な内容】 

１．水道使用料 79,100 千円 (前年度比 △1,000千円) 

２．一般会計補助金 23,549 千円 (前年度比  4,956 千円増) 

  

  

   
    

    

 
 

①収益的収入及び支出   （単位：千円）

（収  入） （支  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

営 業 収 益 82,800 85,356 △2,556 △3.0 % 営 業 費 用 72,203 71,629 574 0.8 %

営業外収益 23,599 18,643 4,956 26.5 % 営 業 外 費 用 33,597 31,771 1,826 5.7 %

そ の 他 1 1 0 0.0 % そ の 他 500 500 0 0.0 %

合   計 106,400 104,000 2,400 2.3 % 合  計 106,300 103,900 2,400 2.3 %

            

②資本的収入及び支出   （単位：千円） 

（収  入） （支  出） 

区分 
平成 

23 年度 

平成 

22 年度 

差 引 
区分 

平成 

23年度

平成 

22 年度 

差 引 

増減額 伸率 増減額 伸率 

企 業 債 0 60,300 △60,300 皆減 % 建 設 改 良 費 50 85,050 △85,000 △99.9 %

負 担 金 0 0 0 0.0 % 企業債償還費 45,085 42,114 2,971 7.1 %

出 資 債 0 4,700 △4,700 皆減 %        

国庫補助金 0 15,000 △15,000 皆減 %       

そ の 他 1 1 0 0.0 %       

合  計 1 80,001 △80,000 △100.0 % 合  計 45,135 127,164 △82,029 △64.5 %



歳入の状況（款別一覧）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額

1 村 税 658,254 16.1% 704,614 15.3% △ 46,360 △ 6.6 %

2 地 方 譲 与 税 84,000 2.1% 84,000 1.8% 0 0.0 %

3 利 子 割 交 付 金 1,500 0.0% 1,500 0.0% 0 0.0 %

4 配 当 割 交 付 金 300 0.0% 300 0.0% 0 0.0 %

5 株式等譲渡所得割交付金 150 0.0% 150 0.0% 0 0.0 %

6 地 方 消 費 税 交 付 金 51,000 1.2% 50,000 1.1% 1,000 2.0 %

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 20,000 0.5% 20,000 0.4% 0 0.0 %

8 地 方 特 例 交 付 金 13,200 0.3% 12,700 0.3% 500 3.9 %

9 地 方 交 付 税 2,123,000 51.9% 2,111,000 45.8% 12,000 0.6 %

10 交通安全対策特別交付金 1,000 0.0% 1,300 0.0% △ 300 △ 23.1 %

11 分 担 金 及 び 負 担 金 35,012 0.9% 37,134 0.8% △ 2,122 △ 5.7 %

12 使 用 料 及 び 手 数 料 103,279 2.5% 97,517 2.1% 5,762 5.9 %

13 国 庫 支 出 金 247,364 6.1% 161,128 3.5% 86,236 53.5 %

14 県 支 出 金 191,829 4.7% 200,160 4.4% △ 8,331 △ 4.2 %

15 財 産 収 入 6,407 0.2% 6,045 0.1% 362 6.0 %

16 寄 付 金 2 0.0% 2 0.0% 0 0.0 %

17 繰 入 金 25,292 0.6% 117,045 2.6% △ 91,753 △ 78.4 %

18 繰 越 金 20,000 0.5% 20,000 0.4% 0 0.0 %

19 諸 収 入 128,811 3.2% 126,205 2.8% 2,606 2.1 %

20 村 債 376,600 9.2% 855,200 18.6% △ 478,600 △ 56.0 %

合　　　計 4,087,000 100.0% 4,606,000 100.0% △ 519,000 △ 11.3 %

差　引

増減率
区　　　　分

平成23年度 平成22年度

（単位：千円）
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歳出の状況（款別一覧）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 71,218 1.7% 55,432 1.2% 15,786 28.5 %

2 総 務 費 448,734 11.0% 500,166 10.9% △ 51,432 △ 10.3 %

3 民 生 費 868,666 21.3% 850,400 18.5% 18,266 2.1 %

4 衛 生 費 281,448 6.9% 304,893 6.6% △ 23,445 △ 7.7 %

5 農林水産業費 255,090 6.2% 242,626 5.3% 12,464 5.1 %

6 商 工 労働費 340,773 8.3% 334,782 7.3% 5,991 1.8 %

7 土 木 費 587,634 14.4% 486,443 10.6% 101,191 20.8 %

8 消 防 費 283,073 6.9% 462,428 10.0% △ 179,355 △ 38.8 %

9 教 育 費 343,249 8.4% 652,084 14.2% △ 308,835 △ 47.4 %

10 災 害 復旧費 546 0.0% 545 0.0% 1 0.2 %

11 公 債 費 601,568 14.7% 711,200 15.4% △ 109,632 △ 15.4 %

12 諸 支 出 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0 %

13 予 備 費 5,000 0.1% 5,000 0.1% 0 0.0 %

4,087,000 100.0% 4,606,000 100.0% △ 519,000 △ 11.3 %

歳出の状況（款別財源内訳）

国県支
出金

負担金及
び分担金

使用料及
び手数料

繰入金 地方債 一般財源

1 議 会 費 71,218 71,218

2 総 務 費 448,734 29,265 1,575 3,808 404,761

3 民 生 費 868,666 234,277 31,246 925 10,050 587,325

4 衛 生 費 281,448 8,634 2,190 6,997 4,680 4,800 249,292

5 農林水産業費 255,090 39,369 2,788 17,200 193,719

6 商 工 労働費 340,773 33,493 58,963 140,035

7 土 木 費 587,634 78,116 7,766 38,800 461,840

8 消 防 費 283,073 85,600 197,473

9 教 育 費 343,249 16,037 2,200 9,900 314,429

10 災 害 復旧費 546 2 1 543

11 公 債 費 601,568 16,991 584,577

12 諸 支 出 金 1 1

13 予 備 費 5,000 5,000

4,087,000 439,193 35,012 100,438 24,630 146,400 3,210,213

（単位：千円）

合　　　計 131,114

683

1,112

4,843

4,855

区　　　　分 予算額

財　　源　　内　　訳

その他

2,014

108,282

区　　　　分
平成23年度 平成22年度 差　引

合　　　計

(単位：千円)

9,325
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歳出の状況（性質別一覧）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額

1 2,440,424 59.6% 2,360,478 51.4% 79,946 3.4 %

（１） 749,117 18.3% 749,229 16.3% △ 112 △ 0.0 %

（２） 876,649 21.4% 845,908 18.4% 30,741 3.6 %

（３） 108,046 2.6% 90,279 2.0% 17,767 19.7 %

（４） 271,810 6.7% 261,610 5.7% 10,200 3.9 %

（５） 434,802 10.6% 413,452 9.0% 21,350 5.2 %

2 351,964 8.6% 821,532 17.8% △ 469,568 △ 57.2 %

（１） 351,418 8.6% 820,987 17.8% △ 469,569 △ 57.2 %

① 補助事業費 110,600 2.7% 55,006 1.2% 55,594 101.1 %

② 単独事業費 221,218 5.4% 745,776 16.2% △ 524,558 △ 70.3 %

③ 県営事業負担金 19,600 0.5% 20,205 0.4% △ 605 △ 3.0 %

（２） 546 0.0% 545 0.0% 1 0.2 %

3 621,568 15.2% 731,200 15.9% △ 109,632 △ 15.0 %

4 2,414 0.1% 2,063 0.0% 351 17.0 %

5 0 0.0% 4,700 0.1% △ 4,700 皆減

6 107,000 2.6% 107,000 2.3% 0 0.0 %

7 558,630 13.7% 574,027 12.5% △ 15,397 △ 2.7 %

8 5,000 0.1% 5,000 0.1% 0 0.0 %

4,087,000 100.0% 4,606,000 100.0% △ 519,000 △ 11.3 %

※地方財政状況調査要領による

貸 付 金

繰 出 金

そ の 他 ( 予 備 費 )

合　　　　　　計

災害復旧事業費

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

扶 助 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

普通建設事業費

消 費 的 経 費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

(単位：千円)

区　　　　分
平成23年度 平成22年度 差　引

増減率
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